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 条件付一般競争入札実施要領 

 

 令和８年７月２日 

 

                         大山崎町長  前川 光 

 

１ 入札に付する事項 

（１）発 注 番 号 ８入札第３２号 

（２）工 事 名 大山崎町複合化施設新築工事 

（３）工 事 場 所 大山崎町字円明寺地内 

（４）工 事 概 要  

   建築工事一式 

・文化会館 鉄骨造 地上３階建て 

          延べ床面積 3，550.49㎡ 

・作陶場  鉄骨造 平屋建て 

          延べ床面積   15.20㎡ 

（５）工 事 期 間   契約効力発生日の翌日から令和９年１２月２５日まで 

 

２ 入札方式 

条件付一般競争入札（総合評価方式による入札とする。） 

なお、本件は低入札価格調査制度を適用するため、以下の点にご留意ください。 

・調査基準価格未満の入札を行った者は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込 

みをした他の者のうち最低の価格をもって申込みをした者（以下「調査対象落札候補者」

という。）であっても、必ずしも落札者とならない場合があること。 

・調査対象落札候補者は、必要な資料を提出し、事前聴取に応じることにより大山崎町低

入札価格調査制度運用基準の規程第８条に規定する調査に協力すること。 

・調査対象落札候補者が大山崎町低入札価格調査制度運用基準の規程第８条に規定する調

査に協力しない場合は、その入札を無効とし、大山崎町工事等契約に係る指名停止等の

措置要綱（平成１９年告示第５１号）により入札に参加させないことがあります。 

 

３ 入札に参加する者に必要な資格 

   入札参加資格者は、次に掲げる要件をすべて満たす単独業者であること。 

（ア）町が実施した令和 7・8年度指名競争入札等参加資格審査申請において、入札を希望

する建設工事の種類で、「建築一式工事」の登録をおこなった者。 

（イ）建築一式工事に係る特定建設業の許可を有する者であること。 

（ウ）建築一式工事の経審点数（総合評定値 P）が１，２００点以上の者。 

（エ）国又は地方自治体等の発注で、平成２８年度以降に完工した延べ面積 3,000㎡以 

上の工事の元請（共同企業体として受注した場合にあっては、出資比率が１を出 

資者数で除した割合の５０パーセント以上のものに限る。）としての実績を有する者。 
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（オ）監理技術者として、「建築一式工事」に係る監理技術者資格を有し、自社と直接的か 

つ３ケ月以上の雇用関係のある技術者を工事現場に、監理技術者を専任で配置できる

こと。 

（カ）地方自治法施行令第１６７条の１１の規定に該当しない者であること。 

（キ）建設業法第２８条第３項の規定による営業停止処分の措置期間中でないこと。 

（ク）入札参加資格確認申請書の提出期間の最終日から入札開札日までの期間に、大山崎 

町工事等契約に係る指名停止等の措置要綱に基づく指名停止を受けていない者であ 

ること。 

（ケ）会社更生法に基づく再生手続開始の申立または民事再生法に基づく再生手続開始 

の申立がなされていない者であること。ただし、更生手続開始の決定または再生計 

画認可の決定が参加申込期日以前になされている場合はこの限りでない。 

（コ）大山崎町暴力団排除条例（平成 24年条例第 19号）第２条(１)から(４)までに該当 

しない者であること。 

 

４ 総合評価に関する事項 

（１）落札者の決定方法 

   入札参加者は「価格」及び、「企業の技術力」、「企業の信頼性・社会性」をもって入札 

に参加し、次の１）の要件に該当する者のうち、（２）総合評価の方法によって得られた 

数値（以下「評価値」という。）の最も高い者を落札者とする。 

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合

した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と 契約を締結すること

が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当であると認められると

きは、予定価格の制限の範囲で発注者の定める最低限の要求要件を全て満たして入札した他

の者のうち、評価値の最も高い者を落札者とすることがある。  

１） 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること 

（２）総合評価の方法  

１）評価値は、入札書が無効でない者について、次の算式により算定する。 

 評価値＝価格評価点＋技術評価点 

２） 価格評価点と技術評価点の配点は、次のとおりとする。  

① 価格評価点 １５０点  

② 技術評価点 ５０点  

３） 価格評価点は、次の算式により算定する。  

価格評価点＝配点×（最低入札価格／入札価格）[小数点以下第3位四捨五入]  

最低入札価格とは、各入札者の入札金額のうち、もっとも低い入札金額とする。 

入札価格とは、は各入札者の入札金額とする。  

４） 技術評価点は、下記①～④の評価項目について評価を行う。 

① 配置予定技術者     ② 施工計画 

③ 地域、社会への貢献  ④ VE提案 

（３）（２）４）①～④の評価項目の詳細は「大山崎町複合化施設新築工事落札者決定基準」 

による 
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５ 入札参加資格の確認 

    入札に参加を希望する者は、条件付一般競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」

という。）及び入札参加資格確認資料（以下「資格確認資料」という。）を提出し、入札参加

資格の確認を受けなければなりません。資格確認資料は町ホームページの「入札・契約」項

目からダウンロードしてください。 

  また、提出した書類に関し、契約担当者から説明を求められた場合は、それに応じる必要

があります。 

（１）確認申請書等の入手方法 

    原則として、町ホームページの入札・契約項目等・入札参加申請書からダウンロードし 

てください。 

（２）提出方法 

      入札に参加を希望する者は、それぞれ必要書類（確認申請書・資格確認資料・設計図等

申込書）を入れ封緘した「入札参加申請書類在中封筒」を期日までに大山崎町へ郵送して

ください。（簡易書留又は特定記録郵便） 

    ・郵送先 〒６１８－８５０１ 大山崎町字円明寺小字夏目３番地 

大山崎町 総務課管財係  行 

        ・郵送方法 簡易書留又は特定記録郵便 

（３）確認通知 

   入札参加資格の確認については、別途通知します。 

（４）設計図書等の購入方法（有料配布します。価格は後日示します。） 

  次の手順により申込を行った者に対し、配布します。 

   ア 設計図書等購入申込書（入札参加申請書様式８）を資格確認申請書の提出時に同時

に提出してください。 

イ 設計図書等配布日時は、確認通知で連絡します。 

ウ 設計図書等の配布方法は、大山崎町総務課管財係において配布します。 

配布内容は、設計図書、技術提案書様式、入札書及び入札書を入れる封筒等としま 

す。 

（５）配布された設計図書等については、本工事の見積の用に供するのみとし、取り扱いに注

意し、他の目的に使用してないでください。 

（６）その他 

   ア 確認申請書及び資格確認資料の作成等に要する費用は、申請者の負担とし、提出さ

れた書類は返却しません。 

   イ 提出書類はＡ４版で作成し、１部提出してください。 

   ウ 提出された書類は、本町において無断使用することはありません。 

   エ 虚偽の記載をした者は、当該工事の入札への参加を認めないとともに、町の指名停

止措置を行うことがあります。 

 

６ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

（１）条件付一般競争入札参加資格確認申請書（様式１） 

（２）条件一般競争入札参加資格確認資料 
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  ア 条件付一般競争入札技術資料（様式２） 

        ３（エ）に示す工事の施工実績について、少なくとも 1 件を様式２に記載してくださ

い。 

イ 配置予定技術者調書（様式３） 

      ３（オ）に掲げる資格があることを判断できる配置予定技術者の資格を様式３に記載

してください。 

      この場合において、配置予定技術者として、入札参加資格確認申請時に配置予定者が

特定できない場合には、複数の候補者を記入することができますが、その場合は、すべ

ての候補者について条件を満足していなければなりません。 

  なお、施工に当たって配置予定技術者調書に記載した配置予定技術者が変更できるの

は、死亡、病休、退職等極めて特別な場合に限ります。 

  また、配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載し

てください。この場合、恒常的な雇用関係とは、条件付一般競争入札参加資格確認申請の

日以前に３箇月以上の雇用関係があることとなります。 

ウ 最新の経営事項審査結果通知書の写し 

エ 入札単位における過去の受注状況報告（１～３件程度）（様式４） 

オ 条件付一般競争入札参加申請チェックリスト 

カ 確認資料 

  様式２に施工実績として記載した工事に係る書類（コリンズカルテ又は契約書の写し）

を提出してください。 

   また、配置予定技術者の資格要件を証明するものの写し及び自社と直接的かつ恒常的な

雇用関係にある技術者であることを証明するものの写しを提出してください。 

（３）設計図書等購入申込書（様式８） 

（４）入札参加資格確認通知書（様式９） 

  入札参加希望者の『所在地』、『商号又は名称』、『代表者職氏名』、『発注番号』及び『工事

件名』を記載してください。 

 

７ 入札参加資格がないと認められた者に対する理由の説明 

      入札参加資格がないと通知された方は、町に対して入札参加資格がないと認めた理由に

ついての説明を求めることができます。この説明を求める場合は、当該通知書による通知

を受けた翌日から起算して 5 日（大山崎町の休日を定める条例（平成２年条例第８号）第

２条に規定する町の休日を含まない。）以内に、書面により大山崎町総務課へその旨を記載

した書面を提出してください。 

 

８ 設計図書に関する質問回答 

（１）質問については、様式（設計図書資料配布時に配布分もしくは、質問書様式「町ホーム

ページからダウンロードできます」）に記入し、期限までに、Ｅメール又はＦＡＸで提出し

てください。 

    Ｅメールアドレス：kanzai@town.oyamazaki.lg.jp 

           FAX：０７５－９５７－１１０１ 

mailto:kanzai@town.oyamazaki.lg.jp
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（２）質疑・回答 

ア 質疑締切日  令和８年７月２３日（木）正午まで 

イ 提出方法  事前連絡のうえ、EメールまたはFAXにて提出してください。質疑の 

様式については、本町ホームページ掲載分もしくは配布する設計図書 

資料よりご利用ください。 

ウ 回答方法  回答は、令和８年８月５日（水）に各社あてＦＡＸにて行います。 

 

９ 入札手続等 

（１）入札の方法 

       「入札書」及び「工事費内訳書」（価格内訳書(様式５)及び中内訳書(様式５－１）)を入

れ封緘した「入札書封筒」と「技術提案書」(様式 A-1～A18)を令和８年８月２６日（水）

もしくは８月２７日（木）の午前９時から午後５時までの間（正午から午後１時を除く）

に大山崎町総務課管財係（３１番窓口）まで持参してください。(郵送による提出は受付ま

せん。) 

（２）入札書に記載する金額 

    落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額に消費税額を加算した金

額（１円未満の端数は切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするため、入札者は消

費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の消費税相当額を除いた金額を入札書に記載してください。入札書に記入す

る金額は円止めとします。 

    なお、入札金額は本町が配布する設計図書に基づき記載してください。 

（３）工事費内訳書（価格内訳書・中内訳書） 

  ア 入札書の提出に併せ、工事費内訳書を提出してください。 

  イ 入札書に記載する金額は、工事費内訳書の工事価格（消費税相当額を除く合計金額）

に対応するようにしてください。 

（４）技術提案書 

  ア 正１部・・・様式 A-1～A18 

  イ 副８部・・・様式 A-2～A18 

ウ 様式A-1～A-18のPDFデータを記録した CD-R1枚 

 

（５）入札の無効 

   次のいずれかに該当する入札は、無効とし、失格扱いとします。 

  ア ３に掲げる資格のない者の行った入札 

  イ 確認申請書又は資格確認資料を提出しなかった者の行った入札 

  ウ 確認申請書又は資格確認資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

  エ 代表者等が変更になっているにもかかわらず、指名競争入札等参加資格審査申請書記 

載事項変更届けをしなかった者の行った入札 

  オ 入札に関し不正の利益を得るための連合その他の不正行為をした者またはその疑い 

のある者の行った入札 

  カ 入札参加資格確認後、指名停止措置を受けて、入札時点において指名停止期間中であ
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る者等、入札時点において入札に参加する者に必要な資格のない者の行った入札 

  キ 開札の日時において有効な工事費内訳書を提出できていない者の行った入札 

  ク 金額、氏名、印鑑及び重要な文字の誤脱または金額を訂正した者の行った入札 

  ケ 予定価格を上回る価格での入札 

  コ 調査基準価格未満の入札を行い、選定委員会の審議の結果、調査対象落札候補者の入

札価格によっては契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認めた入札 

 

（６）入札の辞退 

    入札に参加できない事情がある場合には、辞退届けを封筒に入れ封緘し、「入札辞退届出

書在中」と封筒に記載し、入札書等の郵送期限までに大山崎町役場総務課管財係へ必着す

るように郵送（書留・簡易書留）してください。なお、正当な理由なく入札を辞退した場

合は町の指名停止措置を行うことがあります。 

 （７）契約の手続において使用する言語及び通貨 

    日本語及び日本国通貨 

 （８）契約書作成の要否 

    要します。 

 

１０ 入札保証金 

     免除します。 

 

 １１ 違約金 

    落札者が契約を締結しないときは、落札金額の１００分の５相当額の違約金を徴収しま

す。 

また、「不誠実な行為」として３ヶ月の指名停止措置とします。 

本件については、総合評価方式による入札のため、技術提案が履行できなかった場合に 

  は、「大山崎町総合評価落札方式実施要綱」第１２条第２項の規定に基づき違約金を徴収す

る場合があります。 

 

１２ 予定価格の公表 

本入札においては、予定価格は事前公表とし、調査基準価格は事後公表とします。 

予定価格    金２，６４７，７００，０００円 

調査基準価格事後公表とします。 

「予定価格」・「調査基準価格」は、消費税及び地方消費税の額を含む金額です。 

 

 １３ 契約保証金 

    落札者は、契約金額の１００分の１０以上の額の契約保証金を契約締結と同時に納入し

てください。この場合において、銀行その他契約担当者が確実と認める金融機関又は保証

事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27年法律第 184号）第２条第４

項に規定する保証事業会社をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、

公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は契
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約保証金を免除します。 

１４ 現地説明 

   現地説明は行いません。 

 

１５ 入札手続等 

  手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

７月 ２日（木）から 

７月 ７日（火）まで 
町ホームページ 

入札参加資格確認申請書

等の受付・〆切 

７月 ３日（金）から 

７月 ７日（火）まで山崎郵便局必着 
管財係あて 

入札参加資格確認通知書 ７月８日（水） 各社あてＦＡＸ 

設計図書販売期間 
７月９日（木） 

午前９時から午後５時まで 
管財係で 

質問の受付 
７月１０日（金）から 

７月２３日（木）正午まで 
ＦＡＸまたはＥメール 

質問に対する回答 ８月５日（水） 各社あてＦＡＸ 

入札書・技術提案書受付 

８月２６日（水）もしくは８月２７日（木） 

午前９時から午後５時までの間（正午から午

後１時を除く）に総務課管財係へ持参 

役場総務課管財係 

(３１番窓口)へ持参 

ヒアリング・開札 
９月１日（火） 

 ※時間については、後日個別にお知らせします 
役場３階中会議室 

落札者決定公表(予定) 

９月９日（水） 

※調査対象落札候補者があった場合は落札者 

の決定を保留する旨を公表し、調査後改めて 

落札者を公表します。 

町ホームページ 

  

１６ 支払条件 

（１）前金払及び中間前金払 

       有 （前金払は請負金額の４割以内、中間前金払は請負金額の２割以内） 

          町契約規則並びに町公共工事の前金払に関する取扱要綱によるものとする。（ただ

し、限度額有り。） 

（２）部分払 

   有 

 

１７ 落札決定通知書 

（１）落札者が決定したときは入札終了後、落札決定通知書に必要事項を記載し落札者に通知

します。調査対象落札候補者があった場合は、低入札価格調査を実施するため落札者の

決定を保留する旨及び調査後改めて落札者を公表する旨等を町 HPに掲載します。 
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   なお、調査対象落札候補者となったものに対しては個別に告知します。 

（２）落札決定通知書に指定する契約書の提出年月日は、その通知書が落札者に届く予定日か

ら５日以内とします。 

（３）落札決定通知書の指定期日までに契約書を提出しなかったときは、その効力を失うこと

になります。ただし、その指定日までに契約書を提出することのできない相当の事由がある

場合において、あらかじめ町長の承認を得たときは、その指定期日経過後３日を限度として、

期間の延長を行うことができます。 

 

１８ 落札後の契約 

落札後の契約の取り扱いは、地方自治法第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年４月１日）の第２条の規定によ

り大山崎町議会の議決を要するため、落札決定後は仮契約を締結し、議会の議決を得たと

きに当該仮契約は本契約としての効力が生ずることとなります。 

なお、大山崎町は、当該議案が大山崎町議会で可決されなかった場合でも、仮契約の相

手方に対していかなる責任も負わないものとします。 

 

１９ その他 

（１）入札参加者は、本公告文、設計図書等及び契約書を熟読してください。 

 （２）確認申請書または資格確認資料に虚偽の記載をした場合は、町の指名停止措置を行うこ

とがあります。 

 （３）無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消します。 

 （４）入札後、契約を締結するまでに本町の工事等契約に係る指名停止等に該当する行為を行

ったときは、当該落札決定を取り消すことがあります。 

 （５）予定価格以下で入札することができない場合は、入札を辞退してください。 

    なお、入札に参加した者が予定価格を上回る価格で入札した場合は、失格とします。 

 （６）町工事請負契約書第１０条第１項第１号に規定する現場代理人については、受注者との

直接的かつ恒常的な雇用関係のある者から選任し、工事現場に常駐しなければならないこ

とから他の工事との兼務はできません。なお、これに違反した場合は、契約の解除及び指

名停止を行うことがあります。 

また、公表同日に参加入札案件が２件以上あり先の入札を落札した場合、複数名の技術者

を配置できていない時においては、次の入札は不参加として取扱います。 

（７）落札者決定後、入札の過程（入札者名･入札価格等）を本町ホームページにおいて公表し

ます。 

（８）本入札に伴う諸様式は、本町ホームページよりダウンロードもしくは設計図書配布時に

配布するものを使用してください。 

（９）入札参加者名の公表は、談合抑止のため落札者決定後に行います。 

（１０）建設業退職金共済制度（建退共）への加入・履行について 

ア 工事の受注者は、建設業退職金共済制度に加入し、対象労働者の共済手帳への共済証紙

の貼付を厳守し、掛金収納書の写しを建設業退職金共済制度掛金収納届書に貼って、工

事請負契約締結後直ちに（共済証紙を追加購入したときは工事完成時）に監督職員へ提
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出してください。 

イ 施工するにあたり雇用する労働者全員の退職金について、労働協約または就業規則に

退職手当の定めがある場合、特定退職金共済制度に加入している場合または中小企業

退職金共済制度に加入している場合は、それを証する退職金制度届出書を監督職員へ

提出してください。 

ウ １件５００万円以上の建設工事の契約については、契約締結時に当該工事にかかる建

設業退職金共済事業本部発行の「掛金収納書」の提出を求めます。 

共済証紙購入の的確な把握が困難な場合においては、建設業退職金共済事業本部作成

「共済証紙購入の考え方について」の表を基本として購入してください。 

（１１）工事実績の情報登録（ＣＯＲＩＮＳ（コリンズ：工事実績情報システム））ついて 

  契約金額５００万円以上の工事については工事実績情報サービス（CORINS）へ、登録が

必要となります。CORINS入力システムに基づき、受注・変更・完成時に『工事カルテ』

を作成し、監督員の確認を受けたうえ、受注時は契約後１０日以内に、完了時は完了後１

０日以内に（一財）日本建設情報総合センターより登録申請してください。また、（一財）

日本建設情報総合センター発行の『工事カルテ受領書』の写しを監督職員へ提出してくだ

さい。 

（１２）契約書の作成等について 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下「建設リサイクル法」という。）の

対象建設工事について 

ア 対象建設工事を落札した業者は、工事担当課に対し、建築物等の構造、工事着手時期、

分別解体等の計画等について書面を提出してください。その際に「○解体工事に要する

費用等」について記載内容の確認を受けてください。 

イ 「建設リサイクル法」に従い諸手続を行ってください。 

 

２０ 契約に関する事務を担当する組織の名称、所在地等 

   〒618-8501 大山崎町字円明寺小字夏目３番地 

         大山崎町 総務課 管財係 

         電話番号 （０７５）－９５６－２１０１ 

         ファクシミリ番号 （０７５）－９５７－１１０１ 

         Ｅメールアドレス：kanzai@town.oyamazaki.lg.jp 
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